○清水町小規模修繕工事等契約希望者登録要綱
平成25年4月1日告示第38号
（目的）
第１条　この告示は、町が発注する小規模な修繕工事等（以下「小規模修繕工事等」という。）について、町内の競争入札参加資格を持たない事業者を登録することにより、町内小規模事業者の受注機会の拡大を図るものである。
（対象となる契約）
第２条　小規模修繕工事等の対象となる契約は、発注額が30万円未満のもので内容が軽易なもの、かつ、履行の確保が容易なものとする。ただし、指定工事店の登録制度に基づく清水町上水道事業、清水町簡易水道事業、清水町農業用水施設の給水区域内の給水装置工事及び清水町公共下水道事業、清水町農業集落排水事業の排水区域内の排水設備工事については、小規模修繕工事等の対象外とする。
（登録できる者）
第３条　登録を希望する者（以下「登録希望者」という。）に必要な資格は、次に掲げるとおりとする。
(１)　町内に主たる事業所（本社、本店）又は住所（住民登録）を有する者であること。
(２)　町税を滞納していない者であること。
(３)　清水町競争入札参加資格者名簿に登録されていない者であること。
(４)　希望する業種を履行するにあたり法令等の定めにより必要となる資格、免許等を有する者であること。
(５)　成年被後見人、被保佐人又は被補助人でないこと。
(６)　破産者で復権を得ていない者でないこと。
(７) 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32号第１項各号に掲げる者でないこと。
 (８) 　前各号に掲げるもののほか、町の契約の相手方として不適当と認められる者でないこと。
（登録できる業種）
第４条　登録希望者は、別表に掲げる業種の中から、希望する業種の登録を申請することができる。
（登録申請の方法）
第５条　登録希望者は、清水町小規模修繕工事等契約希望者登録申請書（様式第１号）（以下「登録申請書」という。）に次に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。
(１)　会社、法人の登記事項証明書又は登記簿の謄本（申請者が法人の場合）
(２)　住民票の写し（申請者が個人の場合）
(３)　身分証明書（申請者が個人の場合）
(４)　納税証明書（申請者が法人の場合は法人町民税及び固定資産税、個人の場合は町民税及び固定資産税）
 （５） 印鑑証明書
(６)　希望する業種を履行するために必要な資格、免許等がある場合は証明する書類の写し
(７)　競争入札参加者の資格及び指名に関する規程（平成４年訓令第20号）で定める暴力団排除の誓約書（独自様式５）
２　登録申請書等を提出できる期間は、原則として、西暦の奇数年（以下「定期提出年」という。）の３月１日から３月１５日までの間に行うものとする。ただし、町長が特に必要があると認めるときは、その都度、登録申請書等を提出できるものとする。
（名簿の作成）
第６条　町長は、前条の規定により登録の申請があったときは、必要書類の確認及び第３条に規定する必要な資格の審査を行い、資格があると認められる場合は、清水町小規模修繕工事等登録名簿（以下「登録名簿」という。）に登録するものとする。
２　町長は、登録名簿に登録したときは、登録申請書等を提出した者に対し、登録の可否を清水町小規模修繕工事等登録名簿（登録・非登録）通知書（様式第２号）により通知するものとする。
（登録の適用期間）
第７条　登録名簿の有効期限は、次のとおりとする。
（１）定期申請での登録　当該申請を受け付けた年の４月１日から２年間
（２）随時申請での登録　当該申請を受け付けた日から最初に到来する定期提出年の３月３１日まで
（登録者の取扱）
第８条　町長は、登録名簿を一般に公開できるものとする。
２　町長は、小規模修繕工事等に該当する契約に係る業者選定に際しては、登録名簿に登録された者（以下「登録者」という。）に対し、できる限り見積参加機会を与えるように努めるものとする。
（変更の届出）
第９条　登録者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を清水町小規模修繕工事等登録事項変更届（様式第３号）により届け出なければならない。
(１)　登録申請書等の記載事項に変更があったとき。
(２)　廃業等により営業できなくなったとき。
(３)　登録を辞退するとき。
（登録の取消等）
第10条　町長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録者の登録の全部又は一部を取り消すものとする。
(１)　登録申請書等に故意に偽りの事実を記載したことが明らかとなったとき。
(２)　第３条に規定する必要な資格を有しないこととなったと認められるとき。
(３)　前条第２号又は第３号に該当したことを理由として登録者から届出があったとき。
２　町長は、前項の規定により登録者の登録の全部又は一部を取り消したときは、遅滞なく当該登録者に対し、清水町小規模修繕工事等登録名簿（全部・一部）取消通知書（様式第４号）により通知するものとする。
　（その他）
第11条　この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
この告示は、平成25年4月1日から施行する。
附　則
この告示は、告示の日から施行する【令和５年３月２８日告示】。
別表（第４条関係）
 小規模修繕工事の種別
	土木関係

	土木、舗装、遊具、交通安全施設、造園、防護柵


	建築関係
	大工、ガラス、サッシ、網戸、板金、タイル、ブロック、雨樋（あまどい）、防水、溶接、木工建具、障子、襖（ふすま）、鍵、塗装、屋根、門扉、内装（カーテン･カーペット等）、畳


	設備関係
	電機器具、照明、配線、放送機器、ボイラー、ガス機器、空調・冷暖房設備、厨房設備、衛生設備、浄化槽


	その他

	上記にあてはまらない修繕・工事



様式第１号（第５条関係）
様式第２号（第６条関係）
様式第３号（第９条関係）
様式第４号（第10条関係）
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